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衆議院において平成24年6月26日に可決された「社会保障の安定財源の確保等を
図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律（以下、 

「改正法」）」が、8月10日、参議院においても可決され成立しました。施行は平成26
年4月1日（一部施行期日が異なる項目あり）です。この改正法により、消費税率の段
階的な引上げが実施されます。改正法の主要項目（消費税関連）は、以下の通りです。

1. 消費税率の段階的引上げと実施時期

消費税の税率が平成26年4月1日より、8%（地方消費税1.7%含む）に引き上げられます。また、
平成27年10月1日からは、10%（地方消費税2.2%含む）に引き上げられます。

2. 工事請負契約等に係る消費税の経過措置

平成25年10月1日前に締結した工事請負契約等に基づき、平成26年4月1日（税率引上げ 
施行日）以後に当該契約に係る課税資産の譲渡等が行われる場合には、現行税率（5%）が適用
されるとする経過措置が講じられます。また、平成25年10月1日から平成27年4月1日の前日
までに締結した工事請負契約等についても、平成27年10月1日（税率再引上げ施行日）以後に
当該契約に係る課税資産の譲渡等が行われる場合には、経過措置として8%の税率が適用され
ます。
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3. 事業者免税点制度の見直し

課税売上高が5億円を超える事業者に株式等の50%超を直接・間接的に保有されている資本
金1,000万円未満の新設法人には、事業者免税点制度が適用されなくなります。また、新設法
人の株式を直接・間接的に50%超保有している事業者の課税売上高が5億円以下であったとし
ても、その事業者と特殊な関係にある法人の課税売上高が5億円を超えている場合にも、新設
法人に対し事業者免税点制度は適用されません。この改正は、平成26年4月1日以後に設立さ
れる新設法人について適用されます。

4. 中間申告制度の見直し

直前の課税期間の確定消費税額が48万円（1年分）以下であることにより中間申告義務のない
事業者が、中間申告書を提出できることとする制度が設けられます。この改正は、平成26年4月
1日以後に開始する課税期間について適用されます。

5. その他

（1）逆進性対策

低所得者に配慮する観点から、社会保障と税の共通番号制度（マイナンバー制度）の本格的な
稼働・定着を前提に、いわゆる逆進性対策として、給付付き税額控除等の施策と複数税率の導
入がそれぞれ検討されます。また、消費税率引上げからこれらの施策の実現までの間の暫定的
及び臨時的な措置として、「簡素な給付措置（現金給付）」が実施されます。

（2）適正な価格転嫁の確保

消費税率の段階的引上げに伴う円滑かつ適正な価格転嫁に支障が生じることがないように、 
法制上の措置も含めた対策が講じられます。

（3）みなし控除率

消費税の簡易課税制度の仕入れに係るみなし控除率については、実態調査等の結果を踏まえ
て、その水準について必要な見直しを行います。

（4）住宅取得と自動車取得

住宅の取得については、一時の税負担の増加による影響を平準化し緩和する観点から、住宅の
取得に係る必要な措置について財源も含め総合的に検討します。自動車取得税等についても、
税制の在り方を検討し、安定的な財源を確保した上で、見直しが行われます。

（5）景気弾力条項

消費税率の引上げに当たっては、経済状況を好転させることを条件として実施するため、消費
税率の引上げ施行前に、名目及び実質の経済成長率、物価動向等、種々の経済指標を確認し、
経済状況を総合的に勘案した上で、引上げ施行の停止を含めた所要の措置を講ずることとさ
れました。


